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研究代表者 島津明人 北里大学一般教育部教育科学センター・教授 

 

研究要旨 

 

本研究では，（1）労働生産性の多面的測定手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄与す

る健康増進手法について主要な職種・業種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイドライン

で提示された介入手法の有効性の科学的検証，（4）これらの手法の具体的な手順を示すマ

ニュアルの開発，を目的とする。本研究では，生活への支障が大きい健康問題であるメン

タルヘルスと腰痛に注目した。 

3 年目にあたる本年度は，①労働生産性の多面的な測定手法を提案するために，労働生

産性の心理社会・経営学的指標、生体工学的指標、経済学的指標との関連を検討した。②

主要な職種・業種ごとに生産性向上と健康増進を両立するための、メンタルヘルス対策及

び腰痛予防に関するガイドラインの開発を行った。③労働生産性の向上に寄与する健康増

進手法のプログラム及びマニュアルの開発を行った。 

 

1. 労働生産性の測定手法の検討：心理社会・経営学的指標，生体工学的指標，経済学

的指標に関して，既存および新規の実証データの解析を行った。 

2. 「メンタルヘルス対策（１次予防）」と「腰痛対策（腰痛予防）」のための健康増進

プログラムの試行結果を反映させて最終版となるガイドラインを完成させた。 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の検討：メンタルヘルスの向上に関する

「職場環境へのポジティブアプローチ」「日本版 CREW」「ジョブ・クラフティン

グ」「対人関係向上」の 4 つのプログラム，および腰痛予防に関するプログラムが完

成した。 

 本研究では，実証データの解析を通じて，労働生産性の測定における心理社会的・経

営学的指標，生体工学的指標，経済学的指標の提案を行った。また，メンタルヘルス対策

（１次予防）と腰痛対策（腰痛予防）のためのガイドラインを完成させた。さらに，労働

生産性の向上に寄与するメンタルヘルス対策および腰痛対策のプログラムが開発され，プ

ログラムを実施するためのマニュアル作成が提案された。 

 

分担研究者 

西 大輔 東京大学大学院医学系研究

科・精神保健学分野・准教授 

荒川 豊 奈良先端科学技術大学院大学

ユビキタスコンピューティングシステム・

准教授 
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黒田祥子 早稲田大学教育総合科学学術

院・教授 

松平 浩 東京大学医学部附属病院運動

器疼痛メディカルリサーチ＆マネジメント

講座・特任教授 

中田光紀 国際医療福祉大学大学院医学

研究科・教授；国際医療福祉大学赤坂心

理・医療マネジメント学部・教授 

梶木繁之 産業医科大学産業生態科学研

究所産業保健経営学研究室・非常勤講師 

 

A. はじめに 

本研究は，（1）労働生産性の多面的測定

手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄与

する健康増進手法について主要な職種・業

種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイド

ラインで提示された介入手法の有効性の科

学的検証，（4）これらの手法の具体的な手

順を示すマニュアルの開発を目的とする。

特に本研究では，労働者の日常生活におけ

る大きな健康問題であるメンタルヘルスと

腰痛に着目する（図参照）。 

わが国では，メンタルヘルスの第一次予

防対策について，職場環境改善，管理監督

者教育，セルフケア教育のガイドラインが

作成されている。しかし，ガイドラインの

推奨内容はメンタルヘルス不調の未然防止

策に限定され，労働生産性の向上にも寄与

する方策は取り上げられていない。また，

腰痛に関しては「心理社会的ストレスが強

く影響する」「安静よりも運動が有益」な

ど従来とは異なる事実が示されており，そ

の概念は転換期を迎えている。 

3 年目にあたる本年度は，①労働生産性

の測定手法の提案を行うために，学際的ア

プローチによりその可能性を検討し、健康

指標との関連を検討した。②主要な職種・

業種ごとの健康増進手法を検証し、メンタ

ルヘルス対策及び腰痛予防に関するガイド

ラインの開発を行った。③労働生産性の向

上に寄与する健康増進手法を探索し，それ

らプログラム開発とマニュアルの作成を行

った。 

 

B. 対象と方法 

1. 労働生産性の多面的な測定手法の提案 

1）心理社会的指標（西大輔他） 

 インターネット調査より得られた 3296

人のデータから、ワーク・エンゲイジメン

トと職務パフォーマンスとの関連を検討し

た。まず、ワーク・エンゲイジメントを説

明変数とし、自分の職務パフォーマンス、

自分と同僚の職務パフォーマンスの評価の

差、および自分と同僚の職務パフォーマン

スの評価の和を目的変数として解析を行っ

た。その後、説明変数と目的変数を入れ替

えて解析を行った。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

2 年目のフィージビリティスタディに基

づき、センサを用いた定量的データ計測と

これまでの調査票による調査を同時に実施

するシステムに求められる要件を以下にま

とめる。 

・ 一般的なセンサによる計測 

・ 環境センサへの対応 

・ 複数の調査票への対応 

・ 一般社員での計測 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

大手小売業 A 社と秘密保持契約を締結，

個人を特定化できないように秘匿化した従

業員の満足度調査，個人属性および人事・健

康関連の情報と，職場毎の売上情報を入手
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し，労働者のメンタルヘルスが個人属性や

雇用形態，そして職場間でどの程度異なる

のかを検証するとともに，労働者のメンタ

ルヘルスの状態によって，売上高（労働生産

性を経済学的な指標として捉えたもの）が

どの程度異なるのかを検証する。 

2. 主要な職種・業種ごとの生産性向上と

健康増進手法に関するガイドラインの開発

（中田光紀・梶木繁之） 

本研究の主任研究者、分担研究者並びに

研究協力者の参加のもと、昨年度までに作

成したガイドラインの素案内容の見直しを

行った。その後、分担研究者、研究協力者

が実際の企業や事業場において行ったメン

タルヘルス対策の 1 次予防と腰痛対策（腰

痛予防）のための健康増進プログラム（以

下 プログラム）の成果を共有し、業種・

職種ごとに推奨されるプログラムの整理を

行った。 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）メンタルヘルスの向上手法 

①職場環境へのポジティブアプローチ（島

津明人他） 

ⅰ）職場環境へのポジティブアプローチマ

ニュアルの完成 

マニュアル（案）を某事業所での従業員参 

加型ワークショップで試行し，使いやすさ

について情報収集した。また，中小企業の

経営者を対象に，読みやすさ・使いやすさ

に関するヒヤリングを行った。 

ⅱ）某事業場のポジティブ介入による職場

環境改善活動 

京都府内の製造業において介入を行った。

（1）事前打ち合わせ，（2）プレ調査票の配

布及び回収，（3）グループワーク（GW）の

実施，（4）活動記録シートの作成，（5）ア

クションプランの実行，（6）ポスト調査票

の配布及び回収，（7）結果の分析，の流れで

実施した。 

ⅲ）新職業性ストレス簡易調査票【80 項

目版】結果の前後変化 

グループワーク実施前（平成 30 年 8 月）

と実施後（平成 31 年 1 月）の結果を比較し

た。 

 

②CREW に関する文献レビューおよび日

本版 CREW の実践とマニュアルの作成

（澤田宇多子他） 

ⅰ）CREW プログラムマニュアル原案に

基づいた CREW プログラムの実施 

平成 29 年度に作成した原案に基づい

て， 平成 30 年 1 月〜3 月に日本の一つ

の企業（小売業 A 社）の労働者約 70 名

を対象として，CREW プログラムの前後

比較試験を実施した。各回のセッション

はファシリテータートレーニングを受け

た従業員によって進行された。 

ⅱ）CREW プログラムマニュアル最終版

の作成 

CREW プログラムマニュアル原案をも

とに企業で実施した前後比較試験で得ら

れた知見を加え，CREW 研究チームで推

敲を重ね，CREW プログラムマニュアル

最終版を完成させた。 

 

③ジョブ・クラフティング介入プログラ

ムの開発とマニュアルの作成（櫻谷あす

か） 

ⅰ）無作為化比較試験 

 日本の 6 事業所の社員を対象に参加を呼

びかけ、281 名（5.2%）の労働者がベース
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ライン調査に回答し、介入群（138 名） と

対照群（143 名）に無作為に割り付けられ

た。介入群に対しては、ジョブ・クラフティ

ング介入プログラム（120 分の集合研修を

２回と研修後のメールフォローをし、2 回

の研修の間は 1 か月のインターバルを設け

た）を提供した。 

両群ともに、初回調査から 3 か月後（2 回

目研修から約 2 週間後）、および 6 か月後に

追跡調査を行い、ワーク・エンゲイジメント 

（UWES）、仕事のパフォーマンス（WHO-

HPQ から 1 項目）、およびジョブ・クラフ

ティング（job crafting scale）について質問

した。 

介入効果の計算には混合効果モデル（線

型混合モデルおよび ANOVA モデル）を用

いた Intention-to-treat（ITT）解析を実施

した。また、変数の変化量（追跡時から初回

調査の値を減じたもの）を指標として両群

を比較し効果量（Cohen’s d）を算出した。

サブグループ解析として、年齢の低群（36

歳以下）と高群（37 歳以上）、および初回調

査時点でのジョブ・クラフティング得点の

低群（≦5）と高群（>5）に分けて介入効果

を検討した。 

ⅱ）ジョブ・クラフティング介入プログラム

のマニュアルの作成 

ジョブ・クラフティング介入プログラム

は、１回あたり 120 分の集合研修２回とメ

ールフォローにより構成される。本マニュ

アルは、無作為化比較試験で介入を受けた

参加者の感想や、産業精神保健の専門家の

意見をもとに作成された。 

 

④職場における対人関係向上プログラムの

開発とマニュアルの作成（堀田裕司） 

ⅰ）修正したプログラムの実施 

 病院に勤務している看護師 46 名（男性

8 名，女性 38 名）および損保会社従業員

90 名（男性 31 名，女性 59 名）を対象と

し，修正した対人的援助向上プログラムを

実施した。 

。 対人的援助，ソーシャルサポート，量

的負担，対人葛藤，働きがい，上司のフィ

ードバック，上司の公正な態度，ほめても

らえる職場，職場の一体感，活気，イライ

ラ感，疲労感，不安感，抑うつ感，活力，

熱意を従属変数，時期（pre, post, follow-

up 1, follow-up2 (※follow-up 2 は看護師

のみ実施)）と群（介入群，統制群）を独

立変数とし，2 要因分散分析を行った。ま

た，各効果評価指標における介入群と統制

群のそれぞれの効果量（Cohen’s d）を算

出した。 

ⅱ）マニュアルの作成 

 マニュアルの作成については，プログラ

ムの実施を踏まえ，以下のポイントをおさ

えた上で最終的な修正を行った。 

①その職場において必要とされる援助行動

を検討し，妥当な援助につなげるため，ロ

ールプレイの実施をディスカッションに変

更すること。 

② 集合研修 1 回目と 2 回目の両方におい

て，管理職者と非管理職者で記録用紙を交

換した後に，全体ディスカッションを実施

すること。 

③マニュアルの利用者がプログラムの進行

を容易にイメージできるように，可能な限

りフローチャートを用いること。 

④心理教育のスライド，記録用紙，ホーム

ワークについて，見本を提示すること。 

 

2）腰痛予防の大規模介入研究（松平浩） 

産業衛生の現場で、医療者でなくとも理
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解できるように、内容に留意して「腰痛の予

防手法のマニュアル」を作成した。 

 

C. 結果 

1. 労働生産性の測定手法の提案 

1）心理社会的指標（西大輔他） 

ワーク・エンゲイジメントを説明変数と

し、職務パフォーマンスを目的変数とした

解析では、明確な関係性を見出すことがで

きなかった。職務パフォーマンスを説明変

数、ワーク・エンゲイジメントを目的変数

とした解析を行ったところ、逆 U 字の関

係があることが明らかになった。つまりワ

ーク・エンゲイジメントは職務パフォーマ

ンスが低いないしは高いときに低く、職務

パフォーマンスが中程度のときに高かっ

た。また、自分の職務パフォーマンスと同

僚の職務パフォーマンスの和とワーク・エ

ンゲイジメントとの間に線形の正相関を認

めた。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

 「B. 対象と方法」で述べた要件を満たす

システム WorkerSense を開発した。心身状

態計測デバイスとして、最も普及している

活動量計である Fitbit を利用できるように

した。また、オムロンの携行型環境センサ

（形 2JCIE-BL01）とも連携している。ま

た、アンケートは、SurveyMonkey をバッ

クエンドとして使い、開発したアプリケー

ションを通じてユーザに配信している。 

 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

平成 29 年度に行った分析に用いたデー

タに加えて，平成 30 年度には大手小売業 A

社から新たに売上高に関する最新データを

入手し，労働者のメンタルヘルスと労働生

産性との関係についての分析に着手した。

具体的には，職場間で異なる従業員のワー

ク・エンゲイジメントの違いが，職場の売上

高にどのような影響を与えているかについ

ての分析を行った。 

中央値回帰分析（median regression analysis）

を行った結果，職場の男女構成比や平均年

齢，雇用形態別の構成比の違い，店舗や売り

場の特性など多くの要因をコントロールし

たうえでも，いくつかの条件の下でワーク・

エンゲイジメントが高い職場では（前年実

績対比の）売上高が高くなる傾向にあるこ

とが認められた。具体的には，ワーク・エン

ゲイジメントが全体の上位 25%に入る人の

割合を一定とした場合や，東京都に立地し

ている店舗に限定した場合などにおいては，

ワーク・エンゲイジメントが高いと売上高

が統計的に有意に高くなることが示された。 

一方，職場の平均的なワーク・エンゲイ

ジメントが高くなればなるほど生産性に対

してプラスに働くわけではない可能性も示

唆された。具体的には，職場の平均値が高

くても，職場内のワーク・エンゲイジメン

トのばらつきが大きい場合には職場全体の

生産性が低くなることが認められた。今回

の分析対象のように，チーム生産の場合に

は，ワーク・エンゲイジメントのばらつき

がある職場では職場の生産性を低下させて

しまう可能性があるといえる。 

 

2. 主要な職種・業種ごとの生産性向上と

健康増進手法に関するガイドラインの開発

（中田光紀・梶木繁之） 

「生産性と健康増進の両者を同時に達成

しうるガイドライン」の内容（目次）は、

以下の通りとなった。 

1.）はじめに  
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現場編  

2.）業種・職種の特徴  

3.）健康増進プログラム実施時の留意点 

４.4）具体的な実施事例  

腰痛対策 

資料編 

５.5）これまでに明らかとなったエビデン

ス 

６.6）各種プログラムと期待される効果 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の検討：メンタルヘルスの向上手法 

①職場環境へのポジティブアプローチ（島

津明人他） 

ⅰ）職場環境へのポジティブアプローチマ

ニュアルの完成 

（1）中小企業の経営者を対象としたヒヤ

リング 

中小企業経営者 4 名を対象に，マニュア

ル（案）に関するヒヤリングを行った。 

（2）事業所での試行 

 後述する「Ｃ. 某事業場のポジティブ介

入による職場環境改善活動」の事業場にお

いて，マニュアル（案）を試行した。事業場

の担当者がファシリテーターとなり，外部

スタッフ（臨床心理士）が感想を集約した。 

（3）マニュアルの完成と動画の作成 

中小企業の経営者を対象としたヒヤリン

グ，事業所での試行で得られた意見などを

参考に，マニュアルを修正し，28 ページか

らなるマニュアルを完成させた。また，完成

版のマニュアルを説明するため，パワーポ

イントの自動再生機能を利用し，ナレーシ

ョンを入れた動画を作成した。 

ⅱ）某事業場のポジティブ介入による職場

環境改善活動 

平成 30 年 9 月 5 日にグループワーク

（GW）を開催した。1 グループ（4 名）で

討議を行った。グループワークに入る前に，

導入講演資料を用いてファシリテーターか

ら職場環境改善の意義や GW の進め方の説

明などを行った。GW では事前に調査票に

記入し，集計から得られた得点の高いもの

（職場の強み）をランキング形式で示した

もの「職場の資源（強み）集計結果 充実率

ランキング」を利用した。 

ⅲ）新職業性ストレス簡易調査票【80 項

目版】結果の前後変化 

職場環境改善活動の前後で統計的に有意

差が認められた尺度はなかった。しかし，

統計的に有意ではないが，仕事の量的負

担，情緒的負担，ワーク・セルフ・バラン

ス（ポジティブ）においては変化率 10％

以上の改善傾向を認めた。 

 

②CREW マニュアル作成およびプログラ

ムの実施（澤田宇多子他） 

ⅰ）CREW プログラムマニュアル原案に

基づいた CREW プログラムの実施結果 

CREW セッションは全 10 回実施され, 

各回およそ 15 分間であった。各回のテー

マの内容は下記に分類された。 

第 1 回～4 回；互いを知るために, アイ

スブレイクに重点を置いたテーマ 

第 5 回～9 回；職場に関するテーマ 

第 10 回；CREW を振り返り, 今後どの

ような職場を作り上げてゆくか 

62 名が解析対象者となり、平均年齢は

48 歳（SD11）で女性が多い（72%）結果

であった。一人当たりのセッション平均参

加回数は 4.4 回であった。ワーク・エンゲ

イジメント，お互いに対する丁寧さ
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（Civility），ともに有意な結果は得られな

かった 

ⅱ）．CREW プログラムマニュアル最終版

の完成 

ⅰ）の実践結果を反映させ，CREW

プログラムマニュアル最終版を以下の構

成で作成した。 

第 1 部 基礎編 

 第 2 部 実践編 

 第 3 部 事例編 

 第 4 部 FAQs 

自職場での実践を促す投げかけをする工

夫例や言葉掛けの例を盛り込み，セッショ

ン中だけのその場限りで終わらないように

具体的な方策を記載した。 

 

③ジョブ・クラフティング介入プログラム

の開発とマニュアルの作成（櫻谷あすか） 

ⅰ）無作為化比較試験の結果 

介入群と対照群ではそれぞれ、男性は

59.4%および 60.8%、平均年齢（標準偏差）

は 35.7（8.3）歳および 37.5 歳（9.1）歳で

あった。。３か月後および６か月後時点で

の効果量（Cohen’s d）はそれぞれ、UWES

は 0.15 および 0.03、仕事のパフォーマン

スは 0.19 および 0.13、ジョブ・クラフテ

ィングは 0.12 および 0.06 であった。サブ

グループ解析では、年齢低群において、仕

事のパフォーマンスに対する介入効果が

線型混合モデル、および ANOVA モデルの

6か月後時点において有意な結果であった

（p=0.03）。６か月後時点の効果量は

Cohens’d=0.36 であった。ジョブ・クラフ

ティングに対する介入効果は、ANOVA モ

デルの 3 か月後時点で有意であり

（p=0.048）、効果量は Cohen’s d=0.32 で

あった。また、ジョブ・クラフティング低

群においては、UWES に対する介入効果

が ANOVA モデルの 3 か月後時点で有意

であり（p=0.04）、効果量はCohen’s d=0.33

であった。 

 

ⅱ）ジョブ・クラフティング介入プログラム

のマニュアル 

介入プログラムの概要は下記の通りと

なる。 

・ 目的：参加者が、ジョブ・クラフティン

グを日常業務の中に取り入れること。 

 対象者：一般従業員（1 回の研修参加

者 30 名前後）。 

 形式：全体時間 120 分程度の集合研修

を 2 回実施する。研修は 3-4 名程度の

グループを構成し、グループワーク形

式で進める。 

 

１． 1 回目研修 

  1）ジョブ・クラフティングの目的お 

よび効果の説明 

  2）ジョブ・クラフティングの方法の 

説明 

３）事例検討 

４）参加者自身のジョブ・クラフティ

ング計画づくり 

２．ジョブ・クラフティング計画実行期間

（約１か月） 

３．２回目研修 

１）ジョブ・クラフティング計画の振

り返り 

２）改善版のジョブ・クラフティング

計画づくり 
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４．メールによるフォロー 

 

④職場における対人関係向上プログラムの

開発とマニュアルの作成（堀田裕司） 

ⅰ）修正したプログラムの実施 

①看護師 

 効果評価指標の各得点を従属変数，時期

と群を独立変数とする 2 要因分散分析の結

果，同僚に対する援助において有意な時期

と群の交互作用が認められた。 

さらに，各効果評価指標における介入群

と統制群の効果量（Cohen’s d）を求めた。

その結果，介入群は統制群と比較して同僚

に対する援助，上司に対する援助，同僚から

のサポート，量的負担，イライラ感，疲労感，

職場の一体感が増加した。 

②企業従業員 

効果評価指標の各得点を従属変数，時期

と群を独立変数とする 2 要因分散分析の結

果，「没頭」において有意な時期と群の交互

作用が認められた。単純主効果の分析の結

果，統制群において pre 時および follow-up

時の得点がpost時よりも有意に高いことが

明らかとなった。 

さらに，各効果評価指標における介入群

と統制群の効果量（Cohen’s d）を求めた。

その結果，介入群は統制群と比較して同僚

に対する援助，上司に対する援助，量的負

担，職場の一体感が増加した。 

 

ⅱ）マニュアルの作成 

マニュアルのタイトルは，「思いやり行動

向上プログラム実施マニュアル」とした。ま

た，プログラムの内容はディスカッション

を主体とし，手順のイメージを容易にする

ためにフローチャートを多用した。さらに，

資料として，実際に使用したスライド，記録

用紙，ホームワークのサンプルを提示した。 

マニュアルの構成については， 

Ⅰ. 職場における思いやり行動とは 

Ⅱ. 職場における思いやり行動の意義 

Ⅲ. 思いやり行動向上プログラム～職場内

での思いやり行動を増やしていくため

には～ 

Ⅳ. プログラムの実践により得られる効果 

Ⅴ. 資料 

とした。 

 

2）腰痛予防の大規模介入研究（松平浩） 

 専門家による協議の元、以下の５つの大

項目に関して情報を整理した。 

 

① 腰痛とは 

② 腰痛対策をする意義 

③ 腰痛対策の実際 

④ 実施内容 

ⅰ）教育 

ⅱ）体操 

⑤ 取り組み事例 

ⅰ）朝礼時にみんなでこれだけ体操®を

実施 

ⅱ）食堂にこれだけ体操®のポスターを

掲示 

ⅲ）社内イントラネットを使用 

ⅳ）コピー機に体操を掲示し、体操実施を

促進 

 

D. 考察 

1. 労働生産性の測定手法の提案 

1）心理社会的指標（西大輔他） 

先行研究ではワーク・エンゲイジメント

が職務パフォーマンスを高めることが繰り

返し指摘されてきたが、本研究からは逆の

因果関係も存在する可能性が示唆された。
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そして、同僚と良好な関係を築いて自他を

ともに高く評価し、互いに切磋琢磨するこ

とがワーク・エンゲイジメントを高めうる

と考えられた。 

また、平成 29 年度までの成果と今年度

の成果を合わせると、労働生産性に関する

心理社会的・経営学的指標には様々なもの

があるが最もエビデンスが蓄積されている

ものとしてワーク・エンゲイジメントがあ

ること、中間的な指標であるワーク・エン

ゲイジメントには人事施策や個人の生活習

慣等の多くの先行指標が影響を与えるこ

と、ワーク・エンゲイジメントは業績、欠

勤・遅刻、離転職といった結果指標に影響

を与えること、指標を活用する際には各指

標間の関連性は一方向性ではなく相互に影

響を与えあうことに留意する必要があるこ

とが示唆された。 

 

2）生体工学的指標（荒川豊） 

提案システムの可用性を検証するために、

実際にデータ収集を行う実験を行った。実

験では、一般な社員 60 名開発したアプリケ

ーション、Fitbit、そして環境センサを配布

し、２週間に渡って計測を依頼した。1 日 6

回に分けて配信され、1 日あたりの延べ質

問数は約 130 問となる。実験は、株式会社

NTT データ経営研究所が事務局を務める

「応用脳科学コンソーシアム（CAN）」の産

学連携研究会「IoT-NA 研究会」の参画企業

と連携して実施した。 

実験協力者は、一般企業 4 社から、計 60

名に依頼し、男性が 46 名となっており、男

性が多かった。年齢分布では、20 代 9 名、

30 代 20 名、40 代 18 名、50 代 13 名とな

っている。また、単身者は 10 名である。 

提案システムを用いた調査では、毎日 6

回配信される日々のアンケートがどの程度

回答されるか、あるいは未回答なのか、とい

うことがシステムの可用性を示す。結論か

ら言うと、全体の回答率は 64.98％となった。

回答率が高かったのは、就寝直前と起床直

後であり、それぞれ、77％、71％となった。

それに対して、日中は、仕事中ということも

あり、若干回答率が低かった。企業毎に見る

と、回答率に顕著な差が見られて、回答率の

高い企業はどの時間帯も高く、低い企業は

常に低い結果となった。おそらく、業務内容

や実験協力の依頼方法の影響が考えられる。

回答率が高かった企業に聴いたところ、社

用スマートフォンにインストールしたこと

で回答率が高かったのではないかという回

答が得られた。 

アプリケーションは、初期配布時には、設

定に関して、エラーが出ることがあったり、

開発側が予期しない操作をされることがあ

ったため、操作マニュアルを提示したり、操

作できないボタンは押せなくするといった

ユーザインターフェースの改善は必要であ

ると言える。しかしながら、一旦設定を完了

した後は、特に大きなトラブルもなく、2 週

間以上のデータ収集を行うことができたた

め、開発システムは安定しており可用性は

高いと言える。 

個別の回答とそのときの生体センサとの

関連性の分析はこれからであるが、調査票

の一部を代替可能な関連性が見いだせるこ

とを期待している。 

 

3）経済学的指標（黒田祥子他） 

条件による違いはあるものの，ワーク・エ

ンゲイジメントが高い職場ほど，経済学的

指標で測った生産性（売上高）が高い可能性

があるとの示唆を得ることができた。 
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経済学で労働生産性とは，売上高や

GDP などのアウトプットに相当するもの

を分子に，労働投入量（労働者数や労働時

間）を分母にしたものと定義することが一

般的であり，今回の検証で対象としている

売上高は，労働生産性の分子の部分に相当

すると解釈できる。 

 

2. 主要な職種・業種ごとの生産性向上と

健康増進手法に関するガイドラインの開発

（中田光紀・梶木繁之） 

 ガイドラインの作成にあたっては、利用

者の視点を考慮し、全体概要を記述したの

ち、「現場編」と「資料編」の２部構成と

した。 

現場編は、過去２年間に行った専門職並び

に関係者へのインタビュー調査の結果を踏

まえて、「業種・職種の特徴」と「健康増

進プログラム実施時の留意点」について、

看護職（医療・福祉）、システムエンジニ

ア（情報通信業）、卸売業・小売業それぞ

れに記述した。これにより、類似の業種・

職種に対してプログラムを実施する際の参

考となるよう工夫した。 

また具体的な実施事例には、主任研究者、

分担研究者、研究協力者から提供された情

報をもとに、概要を記載した。 

資料編は、過去２年間に行った情報収集並

びにデータ解析、文献レビューの結果をも

とに、メンタルヘルス不調と腰痛に寄与す

る様々な因子との関連をまとめた。これに

より、メンタルヘルスや腰痛対策進める際

に、どのような視点で取り組みを検討すれ

ば良いかがわかるように工夫した。 

本研究で行われた企業内での試行（別の分

担研究者が報告）では、「生産性と健康増

進の両者を明らかに向上させる」プログラ

ムは見られなかったものの、労働生産性に

関連のある症状や心身の状態、仕事へのや

る気などに一部影響が見られた。個々のプ

ログラムは現在開発段階のものがほとんど

であり、今後さらに効果検証を行い、本ガ

イドラインにも結果を反映させていく必要

があると思われる。 

 

3. 労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の開発 

1）労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の検討：メンタルヘルスの向上手法 

①職場環境へのポジティブアプローチ（島

津明人他） 

 ⅰ）職場環境へのポジティブアプロー

チマニュアルの完成 

 

職場の強みを伸ばしワーク・エンゲイジ

メントの向上を通じて活性化を図る手法

は，健康増進と生産性向上の両立につな

がることから，産業保健と経営との協調

が促されることが期待されるほか，職場

の管理職も日頃の組織マネジメントの一

環として関与でき，負担の軽減につなが

ると考えられる。 

 

 ⅱ）某事業場のポジティブ介入による

職場環境改善活動 

 

ポジティブ介入によるグループワークの有

益性と課題 

今回のグループは元々の関係性も良好で

あると感じられた。話し合うということに

ついてはスムーズであった。 

『職場の資源（強み）集計結果 充実率ラ

ンキング』の内容についても具体的な理由

も含め，自覚的な状況と共通しており，現場
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のポジティブな側面を振り返り，強みを再

確認するためには非常に有用なツールであ

ると感じられた。 

一方，このことをそのまま具体的なアク

ションにつなげるということのイメージが

持ちにくい部分がある様子が見受けられた。

ファシリテーターの言葉を借りると「「強み」

はある程度満足しているため，なかなか改

善策が出にくいなと感じた。」とのことであ

ったが，オブザーバーとしても同様の印象

を受けた。 

その点において，ポジティブな側面に目

を向けながら，従来の「課題や弱み」といっ

た相反するものではなく，「実際に困ってい

ること」「ストレスに感じること」を「強み」

を生かして改善できるアクションを検討す

るという流れの方が具体的なアクションに

つながりやすいのではないかと考えられた。 

今回のグループのように，意見を自由に

共有できるグループにおいてはポジティブ

介入の有用性は大きいものと考えられた。 

 

職場環境改善活動の概要 

 グループワークでの内容を踏まえ実施す

るアクションプランを確定させた活動記録

シートが平成 30 年 9 月末に完成 

 

（1）職場環境改善の取り組み 

改善テーマは①「仕事のコントロール」

で，内容は「ホワイトボードを活用して，課

員の所在を明確にする」，②「技能の活用」

で，内容は「作業依頼書を共有化し，それぞ

れの仕事を把握できるようにする」であっ

た。①は平成 30 年 9 月中に設置を行い，活

用しつつ，マグネットを使用する形に改良

した。②は平成 30 年 10 月に作業依頼書を

共有化した。 

 

（2） 改善計画担当者からの意見・評価 

①今誰がどこにいるのか一目でわかるよ

うになり，人の動きが見えやすくなった。不

在時の対応もスムーズになった。マグネッ

トの張り忘れもあるので，使用を徹底して

いきたい。 

②仕事内容の共有化についてはさらに踏

み込む必要がある。アクションについて，一

定の役に立つということは認識していても，

新しい取り組みや仕組みは，習慣化するま

でにエネルギーを要すると感じている。 

仕事のことではなく，職場について話がで

きたのは良かった。 

 

（3） オブザーバーの考察 

 電話をつなぐ際や，相談をしたいときに

相手がいないというのは，アクシデントの

ように時々起こる大きなストレスではなく，

そのものは小さなストレスであったとして

も，これが蓄積をして大きなストレスにな

る要因であると考えられ，このことを改善

するためのアクションにつなげられたとい

うのは，職場の強みに着目をしたポジティ

ブ介入の有用性であると推察される。 

 一方，グループワークが膠着する場面も

見られ，ファシリテーターからは「「強み」

はある程度満足しているため，なかなか改

善策が出にくいなと感じた。」との意見が聞

かれた。 

 これらを AI（Appreciative Inquiry）の

手法でも見られるような「職場のありたい

姿・目標」に近づくためのアクションとして

考えることが有効であると思われるが，各

事業場での自走を目標とすることを考える

と，ファシリテーターにどこまでを求める

かということも含め検討すべきである。 
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 ⅲ）新職業性ストレス簡易調査票【80

項目版】結果の前後変化 

 

今回のポジティブ介入プログラムの対象

となった職場のメンバーは，職場の雰囲気

は良いが仕事が属人化しているため誰が何

の仕事をしているか状況把握できずにフォ

ローしにくいこと，職場のメンバーが不在

の際にどこで・何をしているのか不明なと

きがあり他部署からの問い合わせの連絡に

返答できず困ること，資料の整理が各々に

任されているため同様の資料が複数存在し

たり目的の資料が検索できないことが頻繁

に起こることなどの課題を共有し，対策と

してホワイトボードを活用した行動予定表

の設置を実行した。介入の前後で調査票の

多くの尺度において有意な差ではないもの

の悪化が認められたが，「今誰がどこにいる

のか一目でわかるようになり，人の動きが

見えやすくなった。不在時の対応がスムー

ズになった」という実務的な効果が得られ

た。 

また，新たな取り組みを定着させること

もエネルギーが必要なため，取り組みを習

慣化していくための工夫も検討する必要が

あると推察される。 

 

②CREW マニュアルの作成とその効果

（澤田宇多子他） 

本研究では、CREW プログラムマニュ

アルの原案に基づき一つの企業（小売業 A

社）において CREW プログラムの前後比

較試験を実施した結果とこれまでの知見を

統合して，CREW プログラムマニュアル

最終版を作成した。本研究は，単群の前後

比較試験であったこと，また，原案に基づ

く実施であったため，効果が得られにくか

った可能性がある。一方で，自由記載欄に

はポジティブな意見が多く，意見を参考に

したプログラム改善が望まれる。日本にお

けるこれまでの試験では有意な結果は得ら

れていないが, 海外における先行研究では

概ね良好な介入効果が報告されている。今

後は，本研究で作成した CREW プログラ

ムマニュアル最終版に基づいた日本の職場

に適した効果的な CREW プログラムの効

果を，無作為化比較試験などで検証する必

要があると考えられる。 

 

③ジョブ・クラフティング介入プログラム

の開発とマニュアルの作成（櫻谷あすか） 

本ジョブ・クラフティング介入プログラ

ムは、若年（36 歳以下）の参加者で、本

プログラムによりジョブ・クラフティング

と仕事のパフォーマンスが向上し、ジョ

ブ・クラフティングをあまりしない傾向の

ある参加者 (ジョブ・クラフティング低群) 

では、ワーク・エンゲイジメントが向上す

る可能性が考察される。参加者の年齢やジ

ョブ・クラフティングの程度によって、プ

ログラムの効果が異なるかもしれない。 

次に、ジョブ・クラフティング介入のマニ

ュアルを作成した。上述の通り、参加者の

年齢やジョブ・クラフティングの程度など

によって、本プログラムの効果が異なる可

能性がある。本マニュアルを基に、現場の

産業保健スタッフが、自社の従業員の特性

に合わせて、プログラムを提供することが

望ましい。 

 

④職場における対人関係向上プログラムの

開発とマニュアルの作成（堀田裕司） 

本研究では，堀田・大塚 (2015) による職
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場における対人的援助向上プログラムに必

要な修正を行い、看護師および企業従業員

を対象に実施した。その結果，プログラムを

実施した介入群において，同僚に対する援

助，上司に対する援助，同僚からのサポー

ト，量的負担，イライラ感，疲労感，および

職場の一体感が増加した。 

同僚や上司に対する援助行動が増加した

背景として，参加者が，各々の職場に適合し

た，他者にとって有益な援助行動のポイン

トを事前に掴むことができたことが援助行

動の促進につながったと思われる。また，援

助行動の実施に伴い，一定の量的負担が増

加したと考えられるが，職場内での援助行

動の展開とともに従業員同士の信頼関係が

形成され，職場の一体感の増加につながっ

たと思われる。 

また，ソーシャルサポートについては，看

護師のみ同僚からのサポートが増加した。

看護師はデスクワークを主体とする企業従

業員よりもチームワークで活動する傾向が

強いため，仕事上における連携や接触頻度

の違いがサポートの増加に影響する一因で

ある可能性が示唆される。 

また，ワークエンゲイジメントの増加に

寄与するソーシャルサポートを育む土台と

しての職場の一体感が看護師および企業従

業員において増加することが認められた。

そのため，プログラム実施後も定期的にフ

ォローアップ会議等を実施し，職場内で思

いやり行動を継続していくことで，徐々に

良好な人間環境が醸成されていくと思われ

る。さらに，良好な人間環境が職場内で形成

されることで，ソーシャルサポートやワー

クエンゲイジメントが増加する可能性も示

唆される。 

最後に，マニュアルの作成を行った。マニ

ュアルの内容については，職場内における

適切な援助を見出していくためのディスカ

ッションを主体としているため，抽出され

た援助行動の実践が個人の健康度とともに

業務効率を上げ，組織全体の生産性の向上

に寄与することが考えられる。 

 

2）労働生産性の向上に寄与する健康増進

手法の検討：腰痛の予防手法（松平浩） 

これまでは中間変数であるワーク・エン

ゲイジメントが結果変数である労働生産性

を説明すると考えられてきたが、労働生産

性がワーク・エンゲイジメントに影響を与

えうること、そして自分と同僚の生産性の

和がワーク・エンゲイジメントを高めうる

ことが示された。 

 

E. 結論 

本研究では，（1）労働生産性の多面的測

定手法の確立，（2）労働生産性の向上に寄

与する健康増進手法について主要な職種・

業種ごとのガイドラインの開発，（3）ガイ

ドラインで提示された介入手法の有効性の

科学的検証，（4）これらの手法の具体的な

手順を示すマニュアルの開発，を目的とす

る。本研究では，生活への支障が大きい健

康問題であるメンタルヘルスと腰痛に注目

した。 

3 年目にあたる本年度は，①労働生産性

の多面的な測定手法を提案するために，労

働生産性の心理社会・経営学的指標、生体

工学的指標、経済学的指標との関連を検討

した。②主要な職種・業種ごとに生産性向

上と健康増進を両立するための、メンタル

ヘルス対策及び腰痛予防に関するガイドラ

インの開発を行った。③労働生産性の向上

に寄与する健康増進手法のプログラム及び
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マニュアルの開発を行った。 

 

4. 労働生産性の測定手法の検討：心理

社会・経営学的指標，生体工学的指

標，経済学的指標に関して，既存お

よび新規の実証データの解析を行っ

た。 

5. 「メンタルヘルス対策（１次予防）」

と「腰痛対策（腰痛予防）」のための

健康増進プログラムの試行結果を反

映させて最終版となるガイドライン

を完成させた。 

6. 労働生産性の向上に寄与する健康増

進手法の検討：メンタルヘルスの向

上に関する「職場環境へのポジティ

ブアプローチ」「日本版 CREW」「ジ

ョブ・クラフティング」「対人関係向

上」の 4 つのプログラム，および腰

痛予防に関するプログラムが完成し

た。 

 本研究では，実証データの解析を通じ

て，労働生産性の測定における心理社会

的・経営学的指標，生体工学的指標，経済

学的指標の提案を行った。また，メンタル

ヘルス対策（１次予防）と腰痛対策（腰痛

予防）のためのガイドラインを完成させ

た。さらに，労働生産性の向上に寄与する

メンタルヘルス対策および腰痛対策のプロ

グラムが開発され，プログラムを実施する

ためのマニュアル作成が提案された。 

 

 

F. 健康危機情報 

 該当せず。 
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図 研究の概念図と分担計画

健康
（メンタルヘルス，

腰痛）

生産性①

（心理社会，生体工
学，経営学，経済学）

職場要因

個人要因

介
入
手
法
の
開
発

①労働生産性の測定手法・指標の提案（西，荒川，守島，黒田）
②労働生産性と健康指標との関連の検討（西，荒川，黒田）
③健康と労働生産性に関連のある職場要因・個人要因の検討（中田）
健康と労働生産性向上の対策におけるニーズと課題の検討（梶木）

④労働生産性の向上に寄与する健康増進手法の開発（島津，松平）

②

③

③

④

 


